
S D G s の
視 点 で 見 る

大学の学び

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
達
成
に
向
け
た
取
り
組
み
や
研
究
の
視
点
で
、
大
学
の
学
び
を
紹
介
す
る
本
コ
ー
ナ
ー
。

今
号
で
は
、
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
実
現
を
目
指
す
目
標
７
と
、
気
候
変
動
へ
の
対
策
を
行
う
目
標
13
に
関
す
る
大
学
の
学
び
を
取
り
上
げ
る
。

ま
ず
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
目
標
に
つ
い
て
、
世
界
と
日
本
の
状
況
を
解
説
し
た
後
、
目
標
７
は
県
立
広
島
大
学
、
目
標
13
は 

創
価
大
学
の
学
び
を
紹
介
す
る
。

　

温
室
効
果
ガ
ス
（
＊
３
）
の
排
出
に
よ

り
、
世
界
の
平
均
気
温
は
産
業
革
命
以
前

に
比
較
し
て
約
１
℃
高
く
な
り
、
気
候
変

動
に
よ
る
極
端
現
象
が
、
今
ま
で
に
な
い

規
模
で
の
豪
雨
や
洪
水
、
猛
暑
に
よ
る
干

ば
つ
な
ど
の
災
害
を
引
き
起
こ
し
て
い
ま

す
。
そ
う
し
た
気
候
変
動
を
抑
え
る
た
め

に
は
、
国
際
社
会
が
一
体
と
な
っ
て
温
室

効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
に
取
り
組
む
必
要

が
あ
り
、
２
０
１
５
年
12
月
、
第
21
回
国

連
気
候
変
動
枠
組
条
約
締
約
国
会
議
に
お

い
て
、
パ
リ
協
定
が
採
択
さ
れ
ま
し
た
。

産
業
革
命
以
前
と
の
比
較
で
、
世
界
の
平

均
気
温
の
上
昇
を
２
℃
未
満
を
目
標
と

し
、
努
力
目
標
と
し
て
は
１
・
５
℃
未
満

に
抑
え
る
こ
と
に
、
す
べ
て
の
国
が
合
意

し
た
の
で
す
。

　

中
で
も
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
の
多

い
上
位
（
中
国
、
米
国
、
Ｅ
Ｕ
、
イ
ン

ド
、
ロ
シ
ア
、
日
本
。
＊
４
）
は
、
排
出

削
減
に
積
極
的
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
り

ま
す
。
排
出
量
１
位
の
中
国
は
、
20
年
の

目
標
13

気
候
変
動
及
び
そ
の
影
響
を
軽
減
す
る
た
め

の
緊
急
対
策
を
講
じ
る

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の

多
い
国
の
取
り
組
み
が
必
須

世
界
の
状
況

解　説

　

世
界
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
が
年
々
増

え
続
け
る
中
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題
の
解
決

は
、
人
々
の
生
活
や
経
済
活
動
を
支
え
、

持
続
可
能
な
社
会
を
構
築
す
る
上
で
欠
か

せ
ま
せ
ん
。

　

現
在
、
世
界
の
人
口
の
１
割
の
人
々
が

電
力
を
使
え
て
い
ま
せ
ん
。
特
に
ア
フ

リ
カ
の
サ
ハ
ラ
砂
漠
以
南
で
は
、
約
６
億

人
が
電
気
を
利
用
し
て
い
な
い
と
い
う
現

状
が
あ
り
ま
す
。
そ
う
し
た
イ
ン
フ
ラ
が

未
整
備
の
地
域
で
は
、
石
炭
や
木
炭
、
場

合
に
よ
っ
て
は
動
物
の
排
泄せ

つ

物
を
エ
ネ
ル

ギ
ー
源
と
し
て
お
り
、
不
便
な
だ
け
で
は

な
く
、
不
衛
生
な
生
活
環
境
を
強
い
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

そ
の
た
め
、
目
標
７
の
取
り
組
み
の
柱

の
１
つ
は
、
世
界
中
の
人
々
が
電
力
を
利

用
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
で
あ
り
、
イ

ン
フ
ラ
整
備
の
国
際
的
な
支
援
が
進
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

　

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
＊
１
）
の
割

合
を
、
大
幅
に
拡
大
さ
せ
る
こ
と
も
重
要

目
標
７

す
べ
て
の
人
々
の
、安
価
か
つ
信
頼
で
き
る
持
続
可
能

な
近
代
的
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
ア
ク
セ
ス
を
確
保
す
る

消
費
量
が
増
加
す
る
中
、
資
源

枯
渇
や
環
境
へ
の
対
策
が
急
務

世
界
の
状
況

解　説

＊ 1　自然界に常に存在するエネルギーのことで、常に補充されるもの。環境に優しく、枯渇する心配がない。日本の法令では、太陽光・風力・水力・地熱・太陽熱・大
気中の熱その他の自然界に存在する熱・バイオマスとされている。　＊２　「安全性（Safety）」を前提として、「安定供給（Energy Security）」「経済効率性（Economic 
Efficiency）」「環境保全（Environmental Conservation）」を目指す取り組み。　
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国
連
総
会
の
一
般
討
論
演
説
で
、
国
内
の

温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
を
、
60
年
ま
で

に
実
質
ゼ
ロ
（
＊
５
）
に
す
る
方
針
を
表

明
し
ま
し
た
。
同
３
位
の
Ｅ
Ｕ
で
も
、
欧

州
議
会
で
の
政
策
演
説
で
、
30
年
ま
で
に

温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
を
少
な
く
と
も

１
９
９
０
年
比
で
55
％
削
減
す
る
こ
と
を

発
表
し
て
い
ま
す
。

　

日
本
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
は
、

Ｅ
Ｕ
を
除
く
と
世
界
５
位
で
、
責
任
は
非

常
に
重
い
と
言
え
ま
す
。
国
内
の
温
室
効

果
ガ
ス
総
排
出
量
に
占
め
る
割
合
は
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
分
野
が
約
９
割
弱
で
（
＊
６
）、

主
に
燃
料
の
燃
焼
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

そ
し
て
、
電
源
構
成
の
う
ち
76
％
が
天

然
ガ
ス
や
石
炭
な
ど
の
化
石
燃
料（
＊
７
）

に
よ
る
も
の
で
あ
る
た
め
、
そ
れ
ら
を
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
迅
速
か
つ
大
き
く

転
換
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

環
境
省
は
、
国
内
で
の
二
酸
化
炭
素
排

出
の
実
質
ゼ
ロ
を
目
標
と
し
、
自
治
体
に

そ
の
達
成
へ
の
努
力
を
働
き
か
け
て
い
ま

す
。
20
年
11
月
25
日
時
点
で
１
７
５
の
自

治
体
が
そ
の
方
針
を
表
明
す
る
な
ど
、
各

自
治
体
の
意
識
は
高
ま
っ
て
き
て
い
ま

す
。
ま
た
、
リ
コ
ー
グ
ル
ー
プ
が
50
年
ま

で
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
化

を
目
指
す
な
ど
、
企
業
の
取
り
組
み
も
始

ま
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
う
し
た
動
き
を
受
け
、
菅
総
理
大
臣

は
20
年
10
月
、
所
信
表
明
演
説
で
「
50

年
ま
で
に
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
を

実
質
ゼ
ロ
に
す
る
」
と
表
明
し
、
革
新
的

技
術
の
研
究
開
発
を
促
進
す
る
な
ど
、
経

済
と
環
境
の
好
循
環
を
つ
く
っ
て
い
く
方

針
を
示
し
ま
し
た
。
今
後
、
国
や
自
治

体
、
企
業
の
脱

炭
素
化
を
加
速

さ
せ
る
た
め
に

は
、
特
に
学
生

や
青
年
の
行
動

が
重
要
に
な
っ

て
く
る
と
言
え

ま
す
。

創
価
大
学

経
済
学
部
経
済
学
科

准
教
授
　

掛
川
三
千
代

か
け
が
わ
・
み
ち
よ

専
門
分
野
は
、
環
境
政
策
、
環
境
管
理
、
環
境
経

済
学
。
国
連
開
発
計
画
（
U
N
D
P
）、
在
ラ
オ

ス
日
本
国
大
使
館
、
外
務
省
、
J
I
C
A
ベ
ト

ナ
ム
事
務
所
、
環
境
省
地
球
環
境
局
国
際
連
携
課

課
長
補
佐
な
ど
を
経
て
、
2
0
1
7
年
か
ら
現
職
。

解説者
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の

大
胆
な
転
換
が
必
要

日
本
の
状
況

な
取
り
組
み
で
す
。
化
石
燃
料
は
、
お
よ

そ
１
０
０
年
後
に
は
枯
渇
す
る
と
試
算
さ

れ
て
い
ま
す
が
、
現
在
、
世
界
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
源
は
、
化
石
燃
料
や
原
子
力
が
主
力

で
、
太
陽
光
や
風
力
、
地
熱
な
ど
の
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
、
20
％
台
に
と
ど
ま

り
ま
す
。

　

技
術
革
新
な
ど
に
よ
り
、
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
を
ど
れ
だ
け
電
気
エ
ネ
ル
ギ
ー

に
変
換
で
き
た
か
と
い
う
発
電
効
率
を
高

め
る
こ
と
も
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題
の
解
決

に
寄
与
し
ま
す
。

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
を
ほ
と
ん
ど
持
た
な

い
日
本
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
が
生
命

線
と
言
え
ま
す
。
し
か
し
、
目
標
７
の
達

成
度
は
低
く
、
特
に
電
気
を
つ
く
る
構
成

を
示
す
電
源
構
成
の
う
ち
化
石
燃
料
の
割

合
の
高
さ
が
大
き
な
課
題
で
す
。
東
日
本

大
震
災
以
後
は
、
原
子
力
発
電
所
の
操
業

停
止
が
相
次
ぎ
、
火
力
発
電
の
割
合
が
９

割
近
く
に
達
し
ま
し
た
。
化
石
燃
料
依
存

度
を
下
げ
る
た
め
に
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
普
及
に
向
け
た
取
り
組
み
の
必
要
性

が
叫
ば
れ
て
い
ま
す
が
、
現
状
で
は
、
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
依
存
割
合
は
２
割

に
満
た
な
い
状
況
で
す
。

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
が

枯
渇
し
て
か
ら
対
応
し
よ
う
と
し
て
も

解
決
は
不
可
能
で
す
。
政
府
は
「
エ
ネ
ル

ギ
ー
基
本
計
画
」
を
策
定
し
、
い
わ
ゆ
る

「
３
Ｅ
＋
Ｓ
（
＊
２
）」
を
掲
げ
、
様
々
な

政
策
を
推
し
進
め
て
い
ま
す
。
高
効
率
の

ソ
ー
ラ
ー
パ
ネ
ル
な
ど
の
技
術
革
新
を
進

め
る
必
要
が
あ
る
で
し
ょ
う
し
、
取
り
組

み
の
推
進
に
は
、
国
民
の
意
識
改
革
が
欠

か
せ
ま
せ
ん
。
電
力
買
い
取
り
の
制
度

も
始
ま
り
ま
し

た
が
、
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用
の
コ
ス
ト

を
国
民
が
負
担

し
て
い
く
こ
と

も
必
要
で
し
ょ

う
。

県
立
広
島
大
学 

生
物
資
源
科
学
部

生
命
環
境
学
科 

教
授

大
竹
才
人

お
お
た
け
・
と
し
ひ
と

光
エ
ネ
ル
ギ
ー
変
換
を
中
心
と
し
て
、
新
規
太
陽

電
池
研
究
や
太
陽
光
水
分
解
に
よ
る
水
素
生
成
の

研
究
に
取
り
組
む
。
太
陽
誘
電(

株)

に
勤
務
後
、

愛
知
工
科
大
学
工
学
部
機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
科
教

授
な
ど
を
経
て
、
２
０
１
６
年
か
ら
現
職
。

解説者
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
普
及
に
は

一
人
ひ
と
り
の
意
識
改
革
が
必
要

日
本
の
状
況

＊ 3　大気中に含まれる二酸化炭素、一酸化二窒素、メタン、フロンガスなど、地球温暖化の原因とされるガスの総称。　＊ 4　IEA「CO2 EMISSIONS FROM FUEL 
COMBUSTION」 2019 EDITION　＊ 5　二酸化炭素などの温室効果ガスの人為的な排出と、森林等による吸収が均衡する状態。　＊６　「日本国温室効果ガスインベントリ報
告書　2020 年」、温室効果ガスインベントリオフィス編、環境省地球環境局総務課監修。　＊７　経済産業省「2019 年度エネルギー需給実績（速報）」(2020.11.18)。
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